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平成１８年３月期         中間決算短信（連結）           平成17年 11月 15日 
 

     日 清 紡 上場取引所  東・大・名・福・札 

  (コード番号：３１０５) 本社所在都道府県  東京都 
 (URL http://www.nisshinbo.co.jp/) 
代 表 者 役職名 取締役社長  指 田 禎 一 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役 
  経理本部長  鵜 澤  静        TEL（03）5695－8846 
決算取締役会開催日  平成 17 年 11 月 15 日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１．１７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                                        (百万円未満切捨) 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

          百万円       ％ 
１２１，５０４    △0.3 

  １２１，９０５     8.8 

        百万円         ％ 
    ４，９４７        3.5 
    ４，７７８       18.9 

        百万円         ％ 
    ６，７４２       11.4 
    ６，０５５       42.1 

１７年３月期   ２４３，４２１     ９，６５１   １１，８２７ 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

          百万円       ％ 
      ３，６７８    △8.2 
      ４，００５    207.3 

         円     銭 
        １７   ７２ 

１９   ３０ 

        円    銭 
           － 
           － 

１７年３月期       ８，１９９        ３９   ０３            － 
 (注)①持分法投資損益  17 年 9 月中間期  667 百万円   16 年 9 月中間期  827 百万円   17 年 3 月期  1,748 百万円 
     ②期中平均株式数(連結)17 年 9 月中間期 207,586,148 株 16 年 9 月中間期 207,584,443 株 17 年 3 月期 207,593,124 株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

           百万円 
   ４０４，３４４ 
   ３５７，８５６ 

           百万円 
   ２４６，６８４ 
   ２１４，５３８ 

             ％ 
      ６１．０ 
      ６０．０ 

        円     銭 
１，１８８   ４７ 
１，０３３   ６２ 

１７年３月期    ３７０，１６８    ２２２，７７１       ６０．２ １，０７２   ５４ 
(注) 期末発行済株式数(連結)17 年 9 月中間期 207,564,366 株 16 年 9 月中間期 207,560,942 株 17 年 3 月期 207,613,660 株 
 
（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 
   営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロ－ 
  投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロ－ 

  財 務 活 動 による 
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物 
期   末   残   高 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

           百万円 
       ９，５４２ 
     ５，４７１ 

           百万円 
   △１１，３１７ 
     △２，０６５ 

           百万円 
     △３，７９２  
       １，０９２ 

           百万円 
     ２６，４６８ 
     ２６，２８６ 

１７年３月期      １４，１１６      △３，８３３       △４７１      ３１，６７９ 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
      連結子会社数３８社   持分法適用非連結子会社数０社   持分法適用関連会社数３社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
      連結（新規）２社（除外）０社     持分法（新規）０社（除外）１社 
 
２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 
 通      期 

               百万円 
       ２４５，０００ 

               百万円 
         １２，０００ 

               百万円 
           ７，０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）33 円 72 銭 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と 
異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連 6 ペ－ジを参照下さい。 
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企 業 集 団 の 状 況  
                                                              日清紡 
     当社企業集団は、当社、子会社４９社及び関連会社７社で構成され、繊維事業、ブレーキ製品事業、 紙製品事業、 
  化成品事業、不動産事業及びその他事業を営んでいます。 
 （1）事業系統図 
                                 製 品 

        
◎恵美寿織布㈱           
◎日清紡ﾔ-ﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱ 
◎日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱ 

 加 工 
 

 
繊 

 製 品 ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 
◎CHOYA㈱他6社 

製 品    

◎ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱     ◎㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ     
◎日新ﾃﾞﾆﾑ㈱     ◎P.T.GISTEX NISSHINBO     
  維   INDONESIA     
           ◎P.T.NIKAWA TEXTILE     
◎P.T.GISTEX NISSHINBO     INDUSTRY     
  INDONESIA  製 日       
◎P.T.NIKAWA TEXTILE 製 品    ◎岩尾㈱ 製 品    
INDUSTRY     ◎NISSHINBO DO BRASIL     

◎日清紡績(上海)有限公司  品   INDUSTRIA TEXTIL LTDA.     
△SHIN MING     ◎P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA     
INTERNATIONAL CO.,LTD     ◎上海蝶矢時装有限公司    得 

     ○ｵｰｼｬﾝﾘﾝｸ㈱ 
◎日清紡績(上海)有限公司 

    

     △PENTAGON INDUSTRIES     
     △寧波維科棉紡織有限公司     
  ブ         
   清  ◎日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱     
  レ   ◎NISSHINBO AUTOMOTIVE     

◎NISSHINBO SOMBOON 
AUTOMOTIVE CO.,LTD 

部 品  
 

 製 品 CORPORATION 
◎NISSHINBO AUTOMOTIVE 

製 品    

△ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     MANUFACTURING INC.       
     ◎NISSHINBO SOMBOON      
  キ   AUTOMOTIVE CO.,LTD     
     ◎SAERON AUTOMOTIVE     
  製   CORPORATION     
     △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     
 加 工 品    製 品    

△升徳升(連雲港)電子有限公司     △ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱     
 加 工     製 品   

◎賽龍北京汽車部件有限公司     ◎SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION     
          

◎東海製紙工業㈱ 製 品 紙  製 品  製 品   意 
○東海紙工㈱   紡  ◎ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱     
○上海日豊工芸品有限公司  製   ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱     

          
  品        
          

    製 品 ◎岩尾㈱ 製 品    
 製 品 化   ◎ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱     
◎岩尾㈱     ◎日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱  ◎日本高分子㈱   
△旭ｹﾐﾃｯｸ㈱  成   ○榎本寝装㈱  ◎岩尾㈱ 製品  
       ◎KOHBUNSHI(THAILAND)LTD   
  品     ◎浦東高分子(上海)有限公司   
          
 賃 貸   賃 貸 ◎ﾆｯｼﾝ・ﾄ-ｱ㈱ 賃 貸    
◎日清紡都市開発㈱  不   ◎日清紡都市開発㈱     
          
  動   ◎岩尾㈱ 賃 貸    
   績 賃 貸 ◎NISSHINBO EUROPE B.V.     
  産        
         先 
          
ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ    製 品  製 品    
  そ   ◎日清紡機械販売㈱     
電子機器 加  工     製 品    
○日無工芸㈱     ◎上田日本無線㈱     
○浅科ﾆﾁﾑ㈱            
その他  の        
◎NISSHINBO EUROPE B.V. 
○日清紡香港有限公司 
○日清紡ﾄﾚ-ﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 
○日清紡ﾋｭ-ﾏﾝｻ-ﾋﾞｽ㈱ 
○㈱日新環境調査ｾﾝﾀ- 
○㈱日清紡ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚ-ﾄ 
○上田ﾆﾁﾑ総合ﾋﾞｼﾞﾈｽｻ-ﾋﾞｽ㈱ 
△森川商事㈱ 

 
 
 
      
ｻ-ﾋﾞｽ他 
 
 

 
 
他 

       

    (注) 1.CHOYA㈱はｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ上場  
                                  2.◎印 連結子会社 ○印 非連結子会社 △印 関連会社                     

3.平成 17 年 8 月 1 日,日清紡都市開発㈱が関西日清紡都市開発㈱を吸収合併 
したため, 関西日清紡都市開発㈱は上表に含んでおりません。 



(連3) 

 
 

経    営    方    針                  日清紡 
 

１．経営の基本方針 

    当社は創業以来、社会・顧客・株主・社員などの立場を尊重し、常に公正を期し誠実な気持を貫くため 

に「至誠一貫」を基本理念としております。本理念は企業活動における最大の規範であり、社内の様々な 

教育の場で、その伝承・本質の理解を深め、実践の徹底に努めております。 

 

２．経営戦略 

    当社は 2007 年に創立 100 周年を迎えます。21 世紀において存在感のある企業でありたいと考え、その 

基盤整備を行うため、「経営 3 ｶ年計画 2006」を策定,当事業年度がその最終年度となります。 

本計画では、収益力を強化して企業価値の増大を目指すことを基本事項とし、①セグメント別の事業計

画策定、実施結果確認②業績評価基準に基づくセグメント別業績評価 ③グループ会社の経営力強化 ④研

究開発テーマの事業化の全社的推進を重点事項としております。 

  

    (1)「経営 3 ｶ年計画 2006」の最終年度 2006 年 3 月期の業績目標 

        連結：売上高 2,500 億円、営業利益： 125 億円 

      （単体：売上高 1,530 億円、営業利益：  75 億円） 

    (2)推進事項 

企業に対する社会の見方の変化、及び経営のグローバリゼーションへの対応の見地から、下記事項 

を推進します。 

・ＣＳ（顧客満足）の重視   ・資産効率の向上  ・世界最適生産販売体制の構築 

・柔軟な企業連携と得意分野への経営資源の集中  ・新規事業の育成・強化 

・ＩＲの充実  ・コンプライアンスの徹底 

    (3) セグメント別の主要推進事項 

繊 維 事 業：海外事業（生産・販売体制）の強化、テキスタイル輸出の拡販、高付加価値商品の開 

発 

ﾌﾞﾚ-ｷ製品事業：グロ－バル化の推進、競争力ある商品の開発、関連会社との連携強化 

紙製品事業：家庭紙は新規商品の市場投入、ファインペーパーは周辺商品開発による用途拡大  

化成品事業：環境関連分野の新商品開発、次世代フロン・ノンフロンによるウレタンフォーム発泡技 

術の確立 

不動産事業：社有地の活用による新規賃貸事業などを拡大 

その他事業：燃料電池用セパレータ、蓄電デバイス、ＰＣＤ（ポリカルボジイミド）、バイオテクノ

ロジーなど、引続き成長が期待できる分野の事業化を積極的に推進 

 

３．配当政策 

    当社は、業容の拡大と業績向上を通じて株主の皆様のご負託にお応えするとともに、現行の配当水準の 

維持はもちろん、収益の向上に応じて増配などの利益還元を行うことを基本方針としております。なお、 

その具体的な時期と方法は、将来の事業展開に備えた内部留保との関係を勘案し、総合的に判断してまい 

りたいと考えております。 

  

４．コ－ポレ－ト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

   (1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社はコーポレート・ガバナンスの重点を株主利益向上に置き、経営の透明性確保、説明責任強化、 

企業倫理の徹底、迅速・的確な経営判断の実行に努めております。 
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                                            日清紡 

   (2)コ－ポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

・取締役の人数は定数 18 名に対し、2005 年定時株主総会において１名減員した結果、現在 15 名であり

ます。取締役会において取締役が相互に議論を尽くし、迅速・的確な経営判断が可能な規模となって

います。社外取締役は選任しておりませんが、取締役会は毎月開催されており、重要事項の審議、法

令・定款・その他社内規則に定める事項の決議、業務執行に関する検討・審議など、監督機関として

の運営が充分になされていると判断しております。 

･当社は監査役制度を採用しております。監査役は現在 5 名であり、内 3 名は「株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律」第 18 条第 1 項に定める社外監査役であります。監査役は取締役会に終日

参加し、適宜意見を述べると共に経営執行状況の適時的確な把握と監視に努めています。また、監査

役は監査の方針、業務の分担等に基づき当社の監査及び子会社等の調査を実施し、監査の充実を図っ

ています。 

・監査役、会計監査人との緊密な連携の下、業務監査、会計監査の実効を上げるべく、2004 年 4 月に内 

部統制組織として監査部を設置いたしました。 

・顧問弁護士は、西綜合法律事務所と顧問契約を結び、適宜助言を受けております。 

・公認会計士は、永島会計事務所、江畑公認会計士事務所、田久保公認会計事務所とそれぞれ監査契約

を結んでおり、複数の会計事務所による監査を受けることで、より公正な立場からの監査が徹底され

ております。 

･株主への説明責任強化のためにホームページにおいて、定時株主総会の招集・決議通知、決算短信、 

営業報告書、有価証券報告書、アニュアルレポートなどをタイムリ－に掲示し、常に内容の充実を図

っています。 

･企業倫理の徹底に関しては、1998 年 1 月に「企業行動憲章」を制定しておりますが、2003 年 2 月に本

憲章における経営トップの役割を厳格に定めた原則を加えました。また 2004 年 7 月には企業の社会的

責任(ＣＳＲ)の視点からの改正を行いました。そして 2005 年 4 月「企業行動憲章」をさらに経営者・

従業員一人ひとりの立場や職責に応じた、具体的な遵守事項へと展開した「コンプライアンス行動指

針」を作成、併せて日清紡グループ全従業員に対しコンプライアンスの主旨・意義を徹底させるため

の研修用として、「コンプライアンスガイド」を作成し、浸透を図っております。 

・倫理・法令遵守の強化の一環として 2003 年 7 月に企業倫理委員会を設置するとともに、法令や社内規

則に対する違反防止、違反の早期発見・迅速な是正、再発防止を図ることを目的として、「企業倫理通

報制度」を発足させました。 

･お客様、お取引先、従業員などの個人情報を適切に取扱うことを企業の重要な社会的責任と考え、2005

年 1 月に｢個人情報保護憲章｣を制定しました。 

・当社役員及び従業員による株式の売買等に関する行動基準を定め、重要な情報の適切な管理とインサ 

イダー取引の未然防止を図るため、2005 年 6 月「インサイダー情報管理規定」を制定しました。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
                                                                                     日清紡 

（１）当中間期の概況 

  当中間期におけるわが国経済は、個人消費の持ち直しと民間設備投資の堅調な伸びに支えられ景気は緩や

かに回復しており、未だ厳しさの残る雇用情勢についてもようやく改善の兆しがみえてきました。 

 このような環境のもと、当社は、「経営 3 カ年計画 2006 の達成」をスローガンとしてグループ経営を積極

的に進めてまいりました。 

  当中間期の連結業績につきましては、売上高はＰＤＰフィルター事業からの撤退、ＡＢＳ製品の関連会社

への営業移管による減少の一方、海外のブレーキ事業やプラスチック事業が好調であったことなどにより

121,504 百万円（前年同期比 0.3％減）、営業利益も 4,947 百万円（前年同期比 3.5％増）とほぼ横ばいとな

りましたが、経常利益は受取配当金の増加などにより、6,742 百万円（前年同期比 11.4％増）と増益となり

ました。また、中間純利益につきましては、3,678 百万円 (前年同期比 8.2％減) となりました。前期に特

別利益として厚生年金基金代行返上益 5,278 百万円の計上があったため前年同期に比べ減少しております。 

【繊維事業】 

  デニムが国内向け受注の回復や欧米向輸出増などにより売上を伸ばしましたが、市販糸は安値輸入品とテ

キスタイル産地の需要不振による販売単価の下落から減収、カジュアル衣料の低迷、国内子会社のシャツ関

係が低採算商品の販売を控えた影響もあり、国内販売は前年同期比減収となりました。一方、インドネシア、

ブラジルなどの海外子会社は増収となりましたが、全体では前年同期比微減収となりました。 

営業利益は海外品を中心とした低価格志向が続くなど依然として厳しい環境にありましたが、ＣＨＯＹＡ

㈱が黒字に転じたこと、ブラジルの子会社が増益となったことなどにより大幅な増益となりました。 

  以上の結果、売上高は 40,622 百万円（前年同期比 0.1％減）、営業利益は 611 百万円（前年同期比 358.7％

増）となりました。 

【ブレ－キ製品事業】   

  ブレーキ製品は、国内は補修用摩擦材の受注減などにより減収となりましたが、海外はアメリカ、タイ、

韓国などの子会社における新規受注の寄与により増収となりました。営業利益は、海外子会社は好調であっ

たものの、国内が鋼材などの原材料値上げの影響により採算が悪化し減益となりました。 

ＡＢＳ製品は持分法適用会社であるｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃｰﾍﾞｽ㈱への営業移管により大幅な減収・減益となりました。 

  以上の結果、ブレーキ製品事業全体では売上高 27,796 百万円(前年同期比 0.1％減)、営業利益は 2,701 百

万円(前年同期比 19.2％減)となりました。 

【紙製品事業】   

  家庭紙はパルプ製品、再生紙製品ともに市場価格の低迷から減収となり、営業利益も売上減の影響、広告

宣伝費の増加などにより減益となりました。一方洋紙は、ファインペーパーが低価格品の影響を受けたもの

の印刷用紙や別注品の販売が堅調、合成紙はインクジェット用紙などの開発商品の寄与などにより増収、増

益となりました。 

以上の結果、紙製品事業全体では売上高 14,012 百万円(前年同期比 0.5％減)、営業利益は 780 百万円(前年

同期比 5.9％増)となりました。 

【化成品事業】 

  ウレタン製品は主力である土木・建築業界に一部景気回復の兆しが見られ、子会社の建材部門進出なども

あり増収となったものの、原料価格が上昇基調をたどったため営業利益は減少しました。プラスチック成形

加工品は旺盛な需要に支えられた海外子会社が順調に業容を拡大し、増収、増益となりました。 

以上の結果、売上高 18,341 百万円(前年同期比 4.4％増)、営業利益は 533 百万円(前年同期比 3.8％減)と

なりました。 

【不動産事業】   

  都内に所有していた賃貸マンションの売却により賃料収入が減少し、また賃貸建物の一部設備に修繕費用

が発生したことから、売上高 2,376 百万円(前年同期比 4.2％減)、営業利益は 1,275 百万円(前年同期比 6.4％

減)となりました。 



(連6) 

                                                                                     日清紡 

【その他事業】 

  メカトロニクス製品は活発な設備投資に支えられ、幅広い業界からの引き合い増加、太陽電池製造設備の

拡充、自動車製造ライン用各種機械や航空機関連設備の新規受注などにより増収、増益となりました。 

電子機器の売上は減少しましたが、固定費削減等により、営業利益は依然としてマイナスではあるものの

赤字幅は縮小しました。 

燃料電池セパレータは家庭用燃料電池の販売開始に伴い出荷量が増加、高機能性樹脂素材では樹脂改質剤

「カルボジライト」が優れた安全・環境特性などが評価され需要が増加しましたがいずれも業績に寄与する

までには至っておりません。また、ＰＤＰフィルター事業から撤退したことにより大幅な減収となりました

が、採算は改善しました。 

以上の結果、その他事業の売上高は 18,354 百万円(前年同期比 4.9％減)、営業損失 586 百万円(前年同期比

186 百万円の改善)となりました。 

 

（２）当中間期の財政状態 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 9,542 百万円となりました。これは主として税金等調整前

中間純利益 5,746 百万円、減価償却費 5,491 百万円、売上債権の減少額 2,730 百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 11,317 百万円となりました。これは主として有形固定資産

の取得による支出 7,665 百万円、投資有価証券の取得による支出 3,965 百万円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は 3,792 百万円となりました。これは主として短期借入金の

減少 1,783 百万円、および配当金支払額 1,349 百万円によるものであります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は 26,468 百万円と前期末に比べ 5,210 百万円減少しま

した。 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

   平成 15 年 

9 月期 

平成 16 年 

3 月期 

平成 16 年 

9 月期 

平成 17 年 

3 月期 

平成 17 年 

9 月期 

株主資本比率   61.7％   58.1％   60.0％   60.2％   61.0％ 

時価ﾍﾞ-ｽの株主資本比率   36.5％   41.0％   43.0％   49.0％   50.5％ 

債務償還年数   20.9 年    6.3 年    5.0 年    3.8 年    2.7 年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ    1.9    8.8   11.1    14.9   17.9 

      (注)株主資本比率：株主資本／総資産 

          時価ﾍﾞ-ｽの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

          債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

          中間期末における債務償還年数：有利子負債／(営業キャッシュ・フロー×2) 

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しています。 

3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロ－計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

を使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全て

の負債を対象にしています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しています。 

（３）通期の見通し 

    通期の見通しにつきましては、原油価格の高騰を始めとする原材料価格の上昇による影響など、先行き

不透明な面も多く楽観できる状況にはありませんが、売上高は 245,000 百万円前期比 0.6%の増収、経常利益

は 12,000 百万円と前期比 1.4%の増益、当期純利益は前期に計上した厚生年金基金代行返上益 5,278 百万円

がなくなることもあり 7,000 百万円程度になる見通しです。 



(連7) 

 

中 間 連 結 損 益 計 算 書 
                                                                                     日清紡 
                                                                                （単位：百万円） 

 
        科         目 
 

当中間期 
自 17.4. 1 
至 17.9.30 

前年中間期 
自 16.4. 1 
至 16.9.30 

 
増減金額 

前    期 
自 16.4. 1 
至 17.3.31 

 
  売 上 高 
  売 上 原 価 
  販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

 
121,504 
100,795 
15,762 

 
121,905 
101,469 
15,657 

 
△400 
△674 
105 

 
243,421 
202,751 
31,017 

  営 業 利 益 4,947 4,778 168 9,651 
  営 業 外 収 益 
     受 取 利 息 
     受 取 配 当 金 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
     雑 収 入 

       計 
  営 業 外 費 用 
     支 払 利 息 
     雑 損 失 

       計 

 
412 
813 
25 
667 
519 

2,438 
 

515 
127 
643 

 
291 
599 
15 
827 
267 

2,001 
 

514 
210 
724 

 
121 
214 
9 

△160 
251 
436 

 
1 

△83 
△81 

 
667 
964 
44 

1,748 
405 

3,830 
 

981 
672 

1,653 
  経 常 利 益 6,742 6,055 687 11,827 
  特 別 利 益 
     固 定 資 産 売 却 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 益 
     厚生年金基金代行返上益 
     確定拠出年金制度移行益 
                計  
  特 別 損 失 
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 
     減 損 損 失 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     特 別 退 職 金 
    退職給付制度の一部終了損失 
 製 品 補 償 損 失 
     棚 卸 資 産 整 理 損 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
     そ の 他 特 別 損 失 
                計 

 
211 
65 
－ 
－ 
276 

 
152 
－ 
4 
12 
575 
11 
－ 
－ 
－ 
82 
434 
－ 

1,272 

 
3 

572 
5,278 

－ 
5,854 

 
203 

2,144 
321 
80 

1,944 
258 
－ 
－ 
24 
110 
12 
51 

5,150 

 
208 

△506 
△5,278 

－ 
△5,577 

 
△50 

△2,144 
△317 
△67 

△1,368 
△246 

－ 
－ 

△24 
△28 
421 
△51 

△3,877 

 
1,949 
1,979 
5,278 
268 

9,476 
 

521 
2,356 
345 
92 

1,944 
296 
65 
884 
997 
769 
66 
99 

8,440 
  税金等調整前中間(当期)純利益 5,746 6,758 △1,011 12,863 
 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額 
 少 数 株 主 利 益 
 少 数 株 主 損 失 

1,827 
△100 
341 
－ 

1,889 
863 
0 
－ 

△62 
△963 
341 
－ 

4,059 
978 
－ 
373 

  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,678 4,005 △327 8,199 
 
 



(連8) 

 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                       日清紡 
                                                                                  （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 

(17.9.30現在) 
前 期 末 

(17.3.31現在) 増減金額 
前年中間期末 
(16.9.30現在) 

資 産 の 部  404,344   370,168   34,176   357,856  

 流 動 資 産   134,874   142,586   △7,712   139,633  
    現 金 及 び 預 金 

    受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

    有 価 証 券 

    棚 卸 資 産 

    繰 延 税 金 資 産 

    前 渡 金 

    短 期 貸 付 金 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 

 29,699 
59,589 
1,219 
40,032 
1,671 
1,071 
310 

2,146 
△865 

  35,012
61,668

962
40,407
1,922
1,464
251

1,701
△803

  △5,312 
△2,078 

257 
△375 
△251 
△393 

58 
444 
△62 

 

  30,742
62,210

801
41,082
1,924
1,471
331

1,986
△916 

 

 固 定 資 産   269,470   227,581   41,888   218,223  

 有 形 固 定 資 産    103,101    99,781    3,320    99,460  

    建 物 及 び 構 築 物 

    機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

    土 地 

    そ の 他 

 

 42,910 
34,867 
20,096 
5,226 

  41,828
33,829
19,804
4,318

  1,081
1,037
291
908

  42,016 
34,652 
17,989 
4,803 

 

 無 形 固 定 資 産    1,370    1,351    19    918  

    連 結 調 整 勘 定 

    そ の 他 

 

  － 
1,370 

  464
886

   △464 
484 

 － 
918 

 

 投 資 そ の 他 の 資 産    164,998    126,448    38,549    117,844  

    投 資 有 価 証 券 

    繰 延 税 金 資 産 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 161,608 
86 

4,569 
△1,266 

  122,811
99

4,823
△1,285

  38,797
△12
△254

19

  113,928 
190 

5,166 
△1,440 

 

資   産   合   計 404,344  370,168  34,176  357,856  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連9) 

 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                      日清紡 
                                                                                 （単位：百万円） 

      科        目 
当中間期末 

(17.9.30現在) 
前 期 末 

(17.3.31現在) 増減金額 
前年中間期末 
(16.9.30現在) 

負 債 の 部  151,511  141,886   9,625   137,826  

 流 動 負 債   76,198  80,322   △4,124   78,313  
    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

    一年内返済の長期借入金 

    未 払 費 用 

    未 払 法 人 税 等 

関係会社債務保証損失引当金 

    返 品 調 整 引 当 金 

    そ の 他 

 

 23,907
37,034
2,881
4,394
1,455
506
296

5,723

 25,154
38,194
2,291
3,969
3,454
506
255

6,496

  △1,246 
△1,159 

589 
424 

△1,999 
－ 
40 

△772 

  25,316 
38,020 
2,592 
3,913 
2,171 
506 
277 

5,515 

 

 固 定 負 債   75,313  61,563   13,749   59,513  

    長 期 借 入 金 

    繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 付 引 当 金 

    役 員 退 職 引 当 金 

    長 期 預 り 金 

    連 結 調 整 勘 定 

    そ の 他 

 

 9,491
41,575
15,603

125
7,625

93
798

 9,908 
27,518 
15,036 

566 
7,653 

－ 
878 

  △417
14,056

566
△441
△28
93

△79

  10,786
24,726
15,557

490
7,681

17
252

 

少 数 株 主 持 分  6,148  5,510   638   5,491  

資 本 の 部  246,684  222,771   23,912   214,538  

    資 本 金 

    資 本 剰 余 金 

    利 益 剰 余 金 

    その他有価証券評価差額金 

    為 替 換 算 調 整 勘 定 

    自 己 株 式 

 27,587
20,447
137,621
63,610
△2,178
△404

 27,587 
20,446 
135,446 
42,691 
△3,039 
△361 

  －
0

2,174
20,919

860
△42

  27,587
20,400
136,937
38,607
△3,725
△5,268

 

負債、少数株主持分及び資本合計 404,344  370,168  34,176  357,856  
 
 
 

 
 
 
 



(連10) 

 

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

                                                                                日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

 
        科         目 
 

当中間期 
自 17.4. 1 
至 17.9.30 

前      期 
自 16.4. 1 
至 17.3.31 

前年中間期 
  自 16.4. 1 
  至 16.9.30 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 の 部 

  資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

  資 本 剰 余 金 増 加 高 

  資 本 剰 余 金 減 少 高 

  資 本 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高 

 

２０，４４６ 

０ 

－ 

２０，４４７ 

 

２０，４００ 

４６ 

－ 

２０，４４６ 

 

２０，４００ 

－ 

－ 

２０，４００ 

 

Ⅱ．利 益 剰 余 金 の 部 

   利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

     

   利 益 剰 余 金 増 加 高 

     中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

 

 

１３５，４４６ 

 

 

３，６７８ 

 

 

１３３，７５６ 

 

 

８，１９９ 

 

 

１３３，７５６ 

 

 

４，００５ 

計 

   利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

     役 員 賞 与 

従 業 員 奨 励 及 び 福 利 基 金 

     新 規 連 結 に よ る 減 少 高 

     自 己 株 式 消 却 額 

３，６７８ 

 

１，３４９ 

１０３ 

９ 

４１ 

－ 

８，１９９ 

 

１，４５３ 

９３ 

１５ 

－ 

４，９４６ 

４，００５ 

 

７２６ 

９３ 

４ 

－ 

－ 

計 
 

１，５０４ ６，５０９ 
 

８２５ 

   利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 )残高 １３７，６２１ １３５，４４６ １３６，９３７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連11) 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算書         
                                                              日清紡 

                                                                                      （単位：百万円） 

                               
            科             目 
       

当中間期 
自 １７．４．  １ 
至 １７．９．３０ 

前年中間期 
自 １６．４．  １ 
至 １６．９．３０ 

前     期 
自 １６．４．  １ 
至 １７．３．３１ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
     税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 )純利益 
     減 価 償 却 費 
     減 損 損 失 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
     退 職 給 付 引 当 金 増 減 額 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損   
     固 定 資 産 売 却 廃 棄 損 益 
     事 業 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
     特 別 退 職 金 
     売 上 債 権 の 減 少 額 
     棚 卸 資 産 の 減 少 額 
     仕 入 債 務 の 減 少 額 
     そ の 他 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 

 
      ５，７４６ 
     ５，４９１ 

－ 
        ５５０ 

       １６ 
      ５６６ 
△１，２２６ 

           ５１５ 
         △６６７ 

      △６１ 
           １２ 
         △５９ 

       ８２ 
４３４ 
１１ 

２，７３０ 
８９３ 

△１，６５４ 
△１，０５７ 

△１０７ 

 
      ６，７５８ 
     ５，５２７ 

２，１４４ 
        １，９３８ 
         △４８１ 
      △６，２８６ 

       △８９１ 
           ５１４ 
         △８２８ 

      △２５０ 
           ８０ 

           ２００ 
         １１１ 

       １３ 
２５８ 

３，２９４ 
３１６ 

△１，５９６ 
△３，９７７ 

△９８ 

 
      １２，８６３ 
     １１，０４６ 

２，３５６ 
        １，８９９ 
         △７５５ 
      △６，８０６ 
     △１，６３１ 

       ９８１ 
      △１，７４８ 
      △１，６３４ 

           ９２ 
     △１，４２８ 
           ７６９ 
           ６６ 
       ２９６ 

      ３，９１８ 
     ９７０ 

      △１，７１５ 
      △３，３９０ 
           △９７ 

             小        計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     特 別 退 職 金 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 

    １２，２１８ 
   １，７２７ 
     △５３２ 

 △１１ 
△３，８５８ 

     ６，７４６ 
       ８９４ 
     △４９４ 

 △２５８ 
△１，４１７ 

     １６，０５２ 
       １，６１８ 

     △９５０ 
      △２９６ 

     △２，３０８ 
     営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
     定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
     定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 
     有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
     有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
     投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
     投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
     短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額 
     そ の 他 

     ９，５４２ 
 
 

     △１３３ 
       ９０ 

   △７，６６５ 
     ２９０ 

      △３，９６５ 
       ６０１ 

         △５７ 
         △４７８ 

     ５，４７１ 
 
 

     △１，５９５ 
       ３，０３５ 
   △５，３９８ 
     １，０６２ 

      △２，１２６ 
       ２，６１０ 

         ４６ 
         ３０１ 

     １４，１１６ 
 
 

     △１，４８７ 
       ４，４７９ 
   △１２，２１３ 
     ４，４１６ 
    △４，５７４ 

５，１０４         
６３ 

         ３７７ 
     投資活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
     短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 
     長 期 借 入 金 に よ る 収 入 
     長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
     増 資 に よ る 収 入 
     社 債 償 還 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 
     自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
     配 当 金 の 支 払 額 
     少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

    △１１，３１７ 
 
 

△１，７８３ 
       ７２１ 
△１，３２６ 

－ 
－ 
３ 

         △４６ 
     △１，３４９ 
           △１０ 

     △２，０６５ 
 
 

   ３８３ 
       ４，２７９ 

△２，２３８ 
５００ 

△１，０５２ 
－         

△４５ 
     △７２７ 

           △７ 

     △３，８３３ 
 
 

   ４２５ 
       ５，７８３ 

△４，６０３ 
５００ 

△１，０５１ 
      １０７       

△１１４ 
     △１，４５３ 
           △６６ 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

 △３，７９２ 
 

         １４７ 

   １，０９２ 
 

         ０ 

   △４７１ 
 

         ８１ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減高 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

     △５，４１９ 
     ３１，６７９ 
           ２０９ 

     ４，４９９ 
     ２１，７８７ 

－ 

     ９，８９２ 
     ２１，７８７ 

－           
Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高      ２６，４６８      ２６，２８６      ３１，６７９ 



(連12) 

                                                                                             日清紡 
中間連結財務諸表作成のための基本となる事項                                           

 
１．連結の範囲に関する事項 
  （連結子会社）･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱･恵美寿織布㈱･日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱・日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ 
               ･CHOYA㈱他 6社･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱･東海製紙工業㈱･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
        ･日本高分子㈱･岩尾㈱･日清紡機械販売㈱･上田日本無線㈱･日清紡都市開発㈱･関西日清紡都市開発㈱ 

･NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA･P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA･P.T.NAIGAI SHIRTS INDONESIA 
          ･P.T.NIKAWA TEXTILE･上海蝶矢時装有限公司･日清紡績(上海)有限公司･NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION 

･NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.･NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD・SAERON AUTOMOTIVE 
CORPORATION･賽龍北京汽車部件有限公司･KOHBUNSHI(THAILAND)LTD･浦東高分子(上海)有限公司 
･NISSHINBO EUROPE B.V 計 38 社 

  （非連結子会社）12 社 
２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社 12 社及び関連会社 7社のうち、ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱･升徳升(連雲港)電子有限公司･旭ｹﾐﾃｯｸ㈱の 3社に対する 

投資については、持分法を適用している。 
３．連結子会社の中間決算日等 
    連結子会社のうち、在外連結子会社の中間決算日は 6月 30 日、CHOYA㈱の中間決算日は 7月 31 日、㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂの中間決算

日は 8月 31 日であり、中間連結財務諸表の作成にあたって同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた
重要な差異については、必要な調整を行っている。  

４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
     ①有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの：中間期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は全部資本直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定している。） 
時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。  

     ②棚卸資産：主として総平均法による低価法によっている。 
  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産：主として定率法によっているが、一部の連結子会社は定額法によっている。 
  (3)重要な引当金の計上基準 
     ①退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結 

会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 
     過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による定額法に 
     より償却している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による 
     定額法により翌連結会計年度から費用処理している。 
     ②役員退職引当金   
     親会社は平成 17 年 6 月 29 日の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止した。なお、当該総会までの期間 
     に対応する役員退職慰労金相当額は未払金に振替えている。 

一部の連結子会社が、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額の全額を計上している。 
     ③貸倒引当金 
     売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
④関係会社債務保証損失引当金 
関係会社への債務保証の履行による損失に備えるため、保証履行の可能性の高い債務保証につき、求償権の行使による 
回収可能性を検討して、損失見込相当額を計上している。 
⑤返品調整引当金 
連結子会社 1社は、返品による損失に備えるため、販売した製品及び商品の返品見込額について、その売買利益相当額を
計上している。 

  (4)リ－ス取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 
     借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
(5)重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については、振当処理によっている。 
  (6)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっている。 
５．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 
  に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 6ケ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっている。 



(連13) 

 
 

日清紡 
≪注記事項≫ 

 当中間期 前年中間期 前    期 
1.有形固定資産の減価償却累計額 216,167 百万円 213,140 百万円 211,763 百万円 
2.保証債務 2,604 百万円 2,993 百万円 3,156 百万円 
3.担保に供している資産 9,092 百万円 10,031 百万円 8,098 百万円 
4.一般管理費及び当期製造費用 
          に含まれる研究開発費 

 
2,804 

 
百万円 

 
3,016 

 
百万円 

 
5,987 

 
百万円 

5.当社の自己株式数 634,573 株 8,877,162 株 585,279 株 
6.連結子会社が保有する当社の株数 － 株 285,670 株 － 株 

 
                                          

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係          (単位:百万円) 

        当中間期 前年中間期 前    期 

現金及び預金勘定       29,699       30,742       35,012 
預入期間が 6 ｹ月を超える定期預金        3,230        4,455        3,332 
現金及び現金同等物       26,468       26,286       31,679 

 
 

(有価証券関係) 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの   

該当事項はない。 
２．その他有価証券で時価のあるもの   

                                                                                               （単位：百万円） 
当中間期 

(17.9.30 現在) 
前         期 
(17.3.31 現在) 

前年中間期 
(16.9.30 現在) 

   
 

種 別 
取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価 
連    結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 取得原価 
中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差  額 

株  式 

債 券 

その他 

39,031 

－ 

7 

146,753 

－ 

7 

107,722 

－ 

△0 

35,998 

3 

7 

108,371 

5 

7 

72,373 

1 

△0 

35,962 

3 

28 

101,452 

5 

23 

65,490 

1 

△5 
合  計 39,039 146,761 107,722 36,009 108,384 72,374 35,994 101,480 65,486 

     ３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額 
                                                                                  （単位：百万円） 

 当中間期 
(17.9.30 現在) 

前     期 
(17.3.31 現在) 

前年中間期 
(16.9.30 現在) 

 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 
  非上場内国債券 
  非上場外国債券 

 
2,505 

500 
7,218 

          
    2,511 

510 
6,541 

 
1,530 

510 
6,464 

 
     

(リース取引関係)     
  EDINET による開示を行うため記載を省略している。 
 
 
(デリバティブ取引関係)     
  EDINET による開示を行うため記載を省略している。 
 
 
 
 
 
 
 
 



(連14) 

 
 

日清紡 

セ グ メ ン ト 情 報 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
（1）当中間期（平成 17 年 4 月１日～平成 17 年 9 月 30 日）                               （単位：百万円）

 繊   維 

事   業 
ブレーキ 

製品事業 
紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
40,622 

 
27,796 

 
14,012 

 
18,341 

 
 2,376 

 
18,354 

 
121,504 

 
     － 

 
121,504 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 0 

 
 2 

 
       5 

 
     346 

 
     209 

 
846 

 
   1,411 

 
( 1,411) 

 
      － 

              計   40,623   27,798   14,017   18,688    2,586   19,201  122,915 ( 1,411) 121,504 
   営  業  費  用   40,011   25,096   13,236   18,155    1,311   19,787  117,599 ( 1,042) 116,557 
   営業利益又は損失（△）      611    2,701      780      533    1,275    △586    5,316 (   369) 4,947 
 
（2）前年中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）                              （単位：百万円）
 繊   維 

事   業 

ブレーキ

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売   上   高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
40,659 

 
27,812 

 
14,087 

 
17,568 

 
 2,481 

 
19,294 

 
121,905 

 
     － 

 
121,905 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 0 

 
 - 

 
       5 

 
     397 

 
     215 

 
841 

 
   1,460 

 
( 1,460)

 
      － 

              計   40,659   27,812   14,093   17,966    2,697   20,136  123,365 ( 1,460) 121,905 
   営  業  費  用   40,526   24,470   13,355   17,412    1,333   20,909  118,007 (   880) 117,127 
   営業利益又は損失（△）     133    3,342      737      554    1,363    △772    5,357 (   579) 4,778 
 
（3）前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）                               （単位：百万円）
 繊   維 

事   業 

ブレーキ

製品事業 

紙 製 品 

事    業 

化 成 品 

事    業 

不 動 産 

事    業 

そ の 他 

事    業 
計 

消 去 又 

は 全 社 
連   結 

売   上   高 

(1)外部顧客に対する売上高 

 
82,163 

 
54,306 

 
28,584 

 
34,199 

 
 4,945 

 
39,222 

 
243,421 

 
     － 

 
243,421 

(2)セグメント間の内部売上高 

   又は振替高   

 
 7 

 
 - 

 
       9 

 
     708 

 
     435 

 
1,231 

 
   2,392 

 
( 2,392)

 
      － 

              計   82,171   54,306   28,594   34,907    5,380   40,453  245,813 ( 2,392) 243,421 
   営  業  費  用   81,953   48,047   26,893   34,084    2,643   41,318  234,941 ( 1,171) 233,7697
   営業利益又は損失（△）      217    6,258    1,700      822    2,736    △865   10,871 ( 1,220) 9,651 

(注)１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

    ２．事業区分の方法         製品の種類別区分によっている。 

    ３．各区分に属する主要な製品の名称 

        ①繊維事業               綿糸布、化合繊糸布、スパンデックス製品、衣料品など 

        ②ブレーキ製品事業       摩擦材、ブレーキアッセンブリィ、アンチロックブレーキシステムなど 

        ③紙製品事業             家庭紙、洋紙など 

        ④化成品事業             ウレタンフォーム、プラスチック成形加工など 

        ⑤不動産事業             ビルの賃貸、ショッピングセンタ－の賃貸など 

        ⑥その他事業             メカトロニクス製品、電子機器など 

４．営業費用のうち、当中間期において消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 383 百万円である。 

        なお、前年中間期及び前期の消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は 592 百万円、1,245 百万円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連15) 

 

 

日清紡 

２．所在地別セグメント情報 
   （1）当中間期（平成 17 年 4 月１日～平成 17 年 9 月 30 日）                 （単位：百万円） 

 日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
   101,794 

 
    19,710 

 
   121,504 

 
     － 

 
   121,504 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     2,263 

 
     2,881 

 
     5,145 

 
( 5,145) 

 
        － 

              計    104,058     22,592     126,650 ( 5,145)    121,504 
   営  業  費  用    100,908     20,465     121,373 ( 4,816)     116,557 
   営業利益又は損失（△）      3,150      2,126       5,276 (   329)       4,947 

  
 （2）前年中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）                 （単位：百万円） 

    日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
   106,403 

 
    15,501 

 
   121,905 

 
     － 

 
   121,905 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     2,303 

 
     1,921 

 
     4,224 

 
( 4,224) 

 
        － 

              計    108,707     17,422     126,129 ( 4,224)    121,905 
   営  業  費  用    105,035     15,642     120,678 ( 3,551)     117,127 
   営業利益又は損失（△）      3,671      1,779       5,450 (   672)       4,778 
 
（3）前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）                  （単位：百万円） 
    日     本 その他の地域 計 消去又は全社 連    結 

売  上  高 
(1)外部顧客に対する売上高 

    
   212,134 

 
    31,286 

 
   243,421 

 
     － 

 
   243,421 

(2)セグメント間の内部売上高 
  又は振替高   

 
     4,146 

 
     3,607 

 
     7,753 

 
( 7,753) 

 
        － 

              計    216,281     34,893     251,175 ( 7,753)    243,421 
   営  業  費  用    208,719     31,463     240,182 ( 6,412)     233,769 
   営業利益又は損失（△）      7,562      3,430      10,992 ( 1,340)       9,651 

(注)１．営業費用のうち、消去又は全社に含めた金額及び主な内容は、事業の種類別セグメント情報注 4．と同一である。 
 

３．海外売上高 
   （1）当中間期（平成 17 年 4 月１日～平成 17 年 9 月 30 日）  

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    17,048百万円     8,279 百万円    25,327 百万円 
Ⅱ．連結売上高     121,504 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        14.0％        6.8％         20.8％ 

     
（2）前年中間期（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日）  
 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    18,468百万円     6,854 百万円    25,322 百万円 
Ⅱ．連結売上高     121,905 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        15.1％        5.7％         20.8％ 

     
（3）前    期（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日） 
 アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高    31,852百万円    13,595 百万円    45,447 百万円 
Ⅱ．連結売上高     243,421 百万円 
Ⅲ．連結売上高に占める 
    海外売上高の割合        13.1％         5.6％         18.7％ 

(注) 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
 
 
 
 



(連16) 

 
 

日清紡 
（重要な後発事象） 
 
（１）株式の公開買付による取得 

日清紡は、平成 17 年 11 月 8 日開催の取締役会において、新日本無線株式会社の株式を公開買付けにより取得することを決
議しました。 
（対象会社の概要） 
①商号 新日本無線株式会社（以下新日本無線） 
②主な事業内容 半導体・マイクロ波関連製品の製造、販売 
③設立年月日 昭和 34 年（1959 年）9月 8日 
④本店所在地 東京都中央区日本橋横山町 3番 10 号 
⑤代表者 代表取締役社長 久米 一弘 
⑥資本の額 5,220 百万円（平成 17 年 3 月末現在） 
⑧日清紡との関係 
出資関係：新日本無線株式 800,000 株を保有しております。 
取引関係：化成品事業部門において、新日本無線へカーボン製品の販売をしております。 
人的関係：新日本無線に対し取締役 1名を派遣しております。 

（公開買付の概要） 
①買付けを行う株券等の種類  普通株式 
②公開買付期間 
平成 17 年 11 月 9 日～平成 17 年 11 月 29 日 
③買付価格 1 株につき８４０円 
④買付予定株式総数 19,756,000 株 
⑤公開買付けによる所有株式数の異動 
買付前所有株式数  837,000 株 （所有比率 2.14％） 
（うち間接保有株式数  37,000 株 （所有比率 0.09％） 
買付後所有株式数       20,593,000 株      （所有比率    52.63％） 
（うち間接保有株式数  37,000 株 （所有比率 0.09％） 
（注）買付後所有株式数は、公開買付予定総数 19,756,000 株を買付けた場合の株式数です。 
新日本無線の発行済株式総数 39,131,000 株（平成 17 年 3 月 31 日現在） 
本公開買付けによる買付予定株式数を取得すると、新日本無線は日清紡の連結子会社になります。 

（今後の見通し） 
平成 18 年 3 月期連結業績に与える影響につきましては、本公開買付け終了後速やかに発表いたします。 

 
（２）株式の取得 

日清紡は、平成 17 年 11 月 11 日にアロカ株式会社の株式 3,500,000 株を取得いたしました。 
この結果日清紡は、アロカ株式会社の株式 3,921,000 株[所有割合 12.92％]（うち間接保有分 201,000 株[間接所有割合

0.66％]）を保有しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


